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新 旧 

雇児総発 0331 第 7 号 

社援基発 0331 第 2 号 

障 障発 0331 第 2 号 

老 総発 0331 第 4 号 

                                                     平成 28 年３月 31 日 

 

最 終 改 正 

子 総発 0329 第１号 

社援基発 0329 第３号 

障 障発 0329 第５号 

老  総発 0329 第２号 

                                                     平成 31 年３月 29 日 

 
  都道府県 
各 指定都市 民生主管部（局）長 殿 
  中 核 市 
 
 

 厚 生 労 働 省 雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 局 総 務 課 長 
 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 長 
 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長  
 

厚 生 労 働 省 老 健 局 総 務 課 長 
                      （ 公 印 省 略 ）         
 
 

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について 
 
 

 今般、社会福祉法人の会計処理の基準について、「社会福祉法人会計基準（平成 28 年厚生労働省令

第 79 号）」及び｢社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて｣

（平成 28年 3月 31 日雇児発 0331 第 15 号、社援発 0331 第 39 号、老発 0331 第 45 号、厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）により示されたところであるが、別紙

雇児総発 0331 第 7 号 

社援基発 0331 第 2 号 

障 障発 0331 第 2 号 

老 総発 0331 第 4 号 

                                                     平成 28 年３月 31 日 

 
 
 
 
 
 
 
 

  都道府県 
各 指定都市 民生主管部（局）長 殿 
  中 核 市 
 
 

厚 生 労 働 省 雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 局 総 務 課 長 
 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 長 
 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長  
 

厚 生 労 働 省 老 健 局 総 務 課 長 
                      （ 公 印 省 略 ）        
 
 

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について 
 
 

 今般、社会福祉法人の会計処理の基準について、「社会福祉法人会計基準（平成 28 年厚生労働省令

第 79 号）」及び｢社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて｣

（平成 28年 3月 31 日雇児発 0331 第 15 号、社援発 0331 第 39 号、老発 0331 第 45 号、厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）により示されたところであるが、別紙

「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」－新旧対照表－ 

（平成 28年 3月 31 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、老健局総務課長連名通知） 

（下線部分は改正部分） 
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新 旧 

のとおり、社会福祉法人における計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の作成にかかる会計処

理等の運用に関する留意事項を定めたので、貴管内社会福祉法人に対し周知徹底を図っていただくと

ともに、都道府県におかれては、貴管内の市（指定都市及び中核市を除き、特別区を含む）に対し周

知を図るようご配慮願いたい。 
本通知の制定にあたり、「社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い等について」（平成 23年 7 月 27

日付雇児総発 0727 第３号、社援基発 0727 第１号、障障発 0727 第１号、老総発 0727 第１号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課長、老健局総務課長連名通知）は廃止する。 

なお、平成 28 年度決算にかかる計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の作成については、

「3 決算」の規定を除き従前の例によるものとする。 
 
 

別紙 「社会福祉法人会計基準の運用上の留意事項」  

 

－目次－ 

（略） 

 

１ （略） 

 

２ 予算と経理 

（１） 法人は、事業計画をもとに資金収支予算書を作成するものとし、資金収支予算書は拠点区分

ごとに収入支出予算を編成することとする。 

また、資金収支予算書の勘定科目は、資金収支計算書の勘定科目に準拠することとする。 

（２） （略） 

（３） 会計帳簿は、原則として、拠点区分ごとに仕訳日記帳及び総勘定元帳を作成し、備え置くも

のとする。 

 

３～13 （略） 

 

14 基本金について 

（１）基本金 

  （略） 

  ア～イ （略） 

  ウ 運用上の取り扱い第11（３）に規定する基本金について 

運用上の取り扱い第11（３）に規定する施設の創設及び増築時等に運転資金に充てるために収受し

のとおり、社会福祉法人における計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の作成にかかる会計処

理等の運用に関する留意事項を定めたので、貴管内社会福祉法人に対し周知徹底を図っていただくと

ともに、都道府県におかれては、貴管内の市（指定都市及び中核市を除き、特別区を含む）に対し周

知を図るようご配慮願いたい。 
本通知の制定にあたり、「社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い等について」（平成 23年 7 月 27

日付雇児総発 0727 第３号、社援基発 0727 第１号、障障発 0727 第１号、老総発 0727 第１号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課長、老健局総務課長連名通知）は廃止する。 

なお、平成 28年度決算にかかる計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の作成については、「3 決

算」の規定を除き従前の例によるものとする。 

 

 

別紙 「社会福祉法人会計基準の運用上の留意事項」  

 

－目次－ 

（略） 

 

１ （略） 

 

２ 予算と経理 

（１） 法人は、事業計画をもとに資金収支予算書を作成するものとし、資金収支予算書は各拠点区

分ごとに収入支出予算を編成することとする。 

また、資金収支予算書の勘定科目は、資金収支計算書の勘定科目に準拠することとする。 

（２） （略） 

（３） 会計帳簿は、原則として、各拠点区分ごとに仕訳日記帳及び総勘定元帳を作成し、備え置く

ものとする。 

 

３～13 （略） 

 

14 基本金について 

（１）基本金 

  （略） 

  ア～イ （略） 

  ウ 運用上の取り扱い第11（３）に規定する基本金について 

運用上の取り扱い第11（３）に規定する施設の創設及び増築時等に運転資金に充てるために収受し

「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」－新旧対照表－ 

（平成 28年 3月 31 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、老健局総務課長連名通知） 

（下線部分は改正部分） 
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新 旧 

た寄附金の額とは、平成12 年12 月１日障企第59 号、社援企第35 号、老計第52 号、児企第33 号厚

生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、厚生省社会・援護局企画課長、厚生省老人保健福祉局計画課

長、厚生省児童家庭局企画課長連名通知「社会福祉法人の認可について」別紙社会福祉法人審査要領

第２（３）に規定する、当該法人の年間事業費の12 分の１以上に相当する寄附金の額及び増築等の

際に運転資金に充てるために収受した寄附金の額をいう。 

（２）～（４） （略） 

 

15～16 （略） 

 

17 減価償却について 

（１）減価償却の対象と単位 

減価償却は耐用年数が１年以上、かつ、原則として１個若しくは１組の金額が10万円以上の有

形固定資産及び無形固定資産を対象とする。減価償却計算の単位は、原則として資産ごととす

る。 

（２）～（６） （略） 

 

18～23 （略） 

 

24 法人税、住民税及び事業税について 

（１） （略） 

（２） 資金収支計算書への記載 

法人税、住民税及び事業税を納税する法人は、拠点区分資金収支計算書の事業活動支出の「そ

の他の支出」に中区分科目として「法人税、住民税及び事業税支出」を追加するものとする。 

 

 

 

（３） 貸借対照表への記載 

法人税、住民税及び事業税のうちの未払額については、流動負債の部に「未払法人税等」の科

目を設けて記載するものとする。 

また、税効果会計を適用する場合に生じる繰延税金資産及び繰延税金負債は、当該科目名をも

って固定資産又は固定負債に区分して記載するものとする。 

 

 

 

25 （略） 

た寄附金の額とは、平成12 年12 月１日障企第59 号、社援企第35 号、老計第52 号、児企第33 号厚

生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、厚生省社会・援護局企画課長、厚生省老人保健福祉局計画課

長、厚生省児童家庭局企画課長連名通知「社会福祉法人の認可について」別添社会福祉法人審査要領

第２（３）に規定する、当該法人の年間事業費の12 分の１以上に相当する寄附金の額及び増築等の

際に運転資金に充てるために収受した寄附金の額をいう。 

（２）～（４） （略） 

 

15～16 （略） 

 

17 減価償却について 

（１）減価償却の対象と単位 

減価償却は耐用年数が１年以上、かつ、原則として１個若しくは１組の金額が10万円以上の有

形固定資産及び無形固定資産を対象とする。減価償却計算の単位は、原則として各資産ごととす

る。 

（２）～（６） （略） 

 

18～23 （略） 

 

24 法人税、住民税及び事業税について 

（１） （略） 

（２） 資金収支計算書への記載 

法人税、住民税及び事業税を納税する法人は、拠点区分資金収支計算書の事業活動支出の「そ

の他の支出」に中区分科目として「法人税、住民税及び事業税支出」及び「法人税等調整額支

出」を追加するものとする。 

なお、重要性の原則により税効果会計を適用しない法人は、「法人税等調整額支出」の追加は

不要となる。 

（３） 貸借対照表への記載 

法人税、住民税及び事業税のうちの未払額については、流動負債の部に「未払法人税等」の科

目を設けて記載するものとする。 

また、税効果会計を適用する場合に生じる繰延税金資産及び繰延税金負債は、その発生原因に

関連した資産・負債の分類又は将来における税効果の実現する時期が貸借対照表日の翌日から起

算して１年以内か否かにより、当該科目名をもって流動資産又は固定資産及び流動負債又は固定

負債に区分して記載するものとする。 

 

25 （略） 

「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」－新旧対照表－ 

（平成 28年 3月 31 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、老健局総務課長連名通知） 

（下線部分は改正部分） 
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新 旧 

 

26 関連当事者との取引について 

（略） 

（１） （略） 

（２） 関連当事者との取引に係る開示対象範囲 

  ア （略） 

  イ 支配法人、被支配法人又は同一の支配法人を持つ法人との取引 

① 事業活動計算書項目に係る関連当事者との取引 

サービス活動収益又はサービス活動外収益の各項目に係る関連当事者との取引について

は、各項目に属する科目ごとに、サービス活動収益とサービス活動外収益の合計額の100 

分の10 を超える取引を開示する。 

サービス活動費用又はサービス活動外費用の各項目に係る関連当事者との取引について

は、各項目に属する科目ごとに、サービス活動費用とサービス活動外費用の合計額の100 

分の10 を超える取引を開示する。 

特別収益又は特別費用の各項目に係る関連当事者との取引については、各項目に属する

科目ごとに1,000 万円を超える収益又は費用の額について、その取引総額を開示し、取引

総額と損益が相違する場合は損益を併せて開示する。ただし、各項目に属する科目の取引

に係る損益の合計額が当期活動増減差額の100 分の10 以下となる場合には、開示を要し

ないものとする。 

② （略） 

 

27 （略） 

 

別添１～３ （略） 

 

 

26 関連当事者との取引について 

（略） 

（１） （略） 

（２） 関連当事者との取引に係る開示対象範囲 

  ア （略） 

  イ 支配法人、被支配法人又は同一の支配法人を持つ法人との取引 

① 事業活動計算書項目に係る関連当事者との取引 

サービス活動収益又はサービス活動外収益の各項目に係る関連当事者との取引について

は、各項目に属する科目ごとに、サービス活動収益とサービス活動外収益の合計額の100 

分の10 を超える取引を開示する。 

サービス活動費用又はサービス活動外費用の各項目に係る関連当事者との取引について

は、各項目に属する科目ごとに、サービス活動費用とサービス活動外費用の合計額の100 

分の10 を超える取引を開示する。 

特別収益又は特別費用の各項目に係る関連当事者との取引については、各項目に属する

項目ごとに1,000 万円を超える収益又は費用の額について、その取引総額を開示し、取引

総額と損益が相違する場合は損益を併せて開示する。ただし、各項目に属する科目の取引

に係る損益の合計額が当期活動増減差額の100 分の10 以下となる場合には、開示を要し

ないものとする。 

② （略） 

 

27 （略） 

 

別添１～３ （略） 

 

 

「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」－新旧対照表－ 

（平成 28年 3月 31 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、老健局総務課長連名通知） 

（下線部分は改正部分） 


	（別添）「社会福祉法人会計基準の留意事項について」の一部改正について.pdf

